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- 1 - 

１.  はじめに 

 

現在の官公庁の会計方式は、現金の収入・支出という事実に着目して整理されており、客観性の高い

予算の執行と現金収支の厳密な管理という面において優れていますが、保有している固定資産などの残

高や、将来負担しなければいけない負債などのストックの情報が蓄積されず、また年度ごとの実質的な

コストの把握が難しいといった、長期的かつ総合的な情報が不足していました。 

 

平成１８年６月に施行した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革推進に関する法律」に基

づき、地方公共団体の資産・債務改革の一つとして「新地方公会計制度の整備」が位置付けられ、発生

主義・現金主義の考えによる会計の導入を図ることが要請され、「新地方公会計制度研究報告書」が示

され、さらには「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」が示されることによりすべての

地方公共団体が統一的な基準による財務書類作成することを要請されております。 

 

この要請を受け、企業会計的手法を取り入れた発生主義・複式簿記として、歳入・歳出の現金取引の

みならず、すべてのフロー情報や、ストック情報を網羅的に公正価値で把握できるよう見直し、「統一

的な基準」による財務書類を作成・公表してまいります。 

発生主義・複式簿記による財務書類を作成することにより、所有する全ての資産と負債の状況や、行

政サービスに要したコストが把握でき、他団体との比較を行うことで、財政状況の特徴や課題を明らか

にし、それらの分析内容を充分活用して、より一層効率的な財政運営に取り組んでまいります。 
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２. 財務書類４表について 

（１）財務書類の体系 

地方公共団体の財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の

4表から構成されていますが、この 4表の関係を図示すると図 1のようになります。 

＜図 1　財務書類 4表の関係＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）財務書類の作成単位 

財務書類の作成単位は、一般会計等を基礎とし、さらに一般会計等に地方公営事業会計を加えた全体

財務書類、全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた連結財務書類とします。 

（３）会計処理 

　　財務書類は、公会計に固有の会計処理も含め、総勘定元帳等の会計帳簿から誘導的に作成します。 

（４）作成基準日 

　　財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とします。ただし、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。 

本年度末現金預金残高

前年度末現金預金残高

純資産変動計算書

前年度末純資産残高

純行政コスト

・・・

・・・

・・・

本年度末純資産残高

資金収支計算書

・・・

・・・

・・・

・・・

貸借対照表 行政コスト計算書

経常費用

経常収益

・・・

・・・

純行政コスト

負債

・・・

純資産合計

資産

現金預金

・・・

・・・

・・・

・・・
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３. 一般会計等財務書類の要旨 

（1） 一般会計等貸借対照表 

貸借対照表とは、本市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産を

どのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に示したもので、資産総額と負債・純資産

総額が一致し、左右がバランスしていることから、バランスシートとも呼ばれます。 

＜図 2　貸借対照表の構造＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の貸借対照表の要旨は、表 1のとおりとなっています。 

＜表 1　一般会計等貸借対照表の要旨＞ 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計等の令和 6 年度末の資産総額は 60,926 百万円で、前年度に対して 570 百万円増加しています。

資産の内訳は、本市が住民サービスのために使う「有形固定資産」が 49,071 百万円と大部分を占めてお

り、その他、「投資その他の資産」が 6,923 百万円、「流動資産」が 4,880 百万円などとなっています。

資産の増加は、減価償却額累計額に比べて、新規に取得した資産が多くなったことが主な要因となってい 

ます。 

財産 財源

資　産

負　債

純資産

将来の世代が負担しなけ
ればならない金額

これまでの世代が負担
した金額

将来の世代に残る財
産等の金額

令和5年度 令和6年度 差額 令和5年度 令和6年度 差額

1.固定資産 55,208 56,046 838 1.固定負債 24,753 24,786 33

（１）有形固定資産 48,375 49,071 696 （１）地方債 21,223 21,311 88

　　①事業用資産 29,987 30,959 972 （２）退職手当引当金 3,515 3,460 △ 55

　　②インフラ資産 17,672 17,194 △ 478 （３）その他 15 15 0

　　③物品 716 918 202 2.流動負債 3,375 3,038 △ 337

（２）無形固定資産 74 52 △ 22 （１）翌年度償還予定地方債 2,943 2,838 △ 105

（３）投資その他の資産 6,759 6,923 164 （２）その他 432 200 △ 232

2.流動資産 5,148 4,880 △ 268 28,128 27,824 △ 304

（１）現金預金 1,435 1,289 △ 146 令和5年度 令和6年度 差額

（２）未収金 63 167 104 58,773 59,474 701

（３）基金 3,565 3,428 △ 137 △ 26,545 △ 26,372 173

（４）その他 85 △ 4 △ 89 32,228 33,102 874

60,356 60,926 570 60,356 60,926 570

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

負債合計

【純資産の部】

1.固定資産等形成分

2.余剰分（不足分）

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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一方、負債総額は 27,824 百万円で、前年度に対して、304 百万円減少しています。負債とは、将来支

払義務の履行により資金の流出をもたらすもので、将来世代の負担分といえます。負債の内訳は、支払時

期が 1 年超の「固定負債」が 24,786 百万円、1 年以内の「流動負債」が 3,038 百万円となっています。

負債減少の主たる要因は、翌年度償還予定地方債の減少などによるものです。 

この結果、資産と負債の差額であり、過去及び現世代のこれまでの負担分といえる純資産の総額は

33,102 百万円となり、前年度に対して 874 百万円増加しました。 

 

（2） 一般会計等行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは、1年間の行政活動のうち、人的サービスや給付サービスなど資産形成につなが

らない行政サービスに係る経費（人件費、物件費、社会保障給付等）とその行政サービスの直接の対価と

して得られた財源（使用料・手数料等）を対比して示したものです。 

本市の行政コスト計算書の要旨は、表 2のとおりとなっています。 

＜表 2　一般会計等行政コスト計算書の要旨＞ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

27,159 100.0% 26,931 100.0% △ 228

1.人にかかるコスト 4,832 17.8% 5,127 19.0% 295 1.2%
（１）職員給与費 3,110 11.5% 3,871 14.4% 761 2.9%
（２）賞与引当金繰入額 742 2.7% 2 0.0% △ 740 △2.7%
（３）退職手当引当金繰入 297 1.1% 463 1.7% 166 0.6%
（４）その他 683 2.5% 791 2.9% 108 0.4%

２．物にかかるコスト 7,841 28.9% 7,870 29.2% 29 0.3%
（１）物件費 5,048 18.6% 5,112 19.0% 64 0.4%
（２）減価償却費 2,412 8.9% 2,354 8.7% △ 58 △0.2%
（３）維持補修費等 381 1.4% 404 1.5% 23 0.1%

３．移転支出的なコスト 13,661 50.2% 13,266 49.3% △ 395 △0.9%
（１）補助金等 4,059 14.9% 3,354 12.5% △ 705 △2.4%
（２）社会保障給付 5,242 19.3% 5,506 20.5% 264 1.2%
（３）他会計への繰出金 4,348 16.0% 4,397 16.3% 49 0.3%
（４）その他 12 0.0% 9 0.0% △ 3 0.0%

４．その他のコスト 825 3.1% 668 2.5% △ 157 △0.6%
（１）支払利息 106 0.4% 101 0.4% △ 5 0.0%
（２）その他 719 2.7% 567 2.1% △ 152 △0.6%

1,543 1,572 29
396 404 8

1,147 1,168 21

25,616 25,359 △ 257
184 338 154
127 11 △ 116

25,673 25,686 13

令和5年度 令和6年度 差額

【経常行政コスト】

【経常収益】
使用料・手数料等
その他

【純経常行政コスト】
（経常行政コスト－経常収益）

臨時損失
臨時利益

【純行政コスト】

（純経常行政コスト
＋臨時損失-臨時利益）

項　　目
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　本市の令和 6 年度の経常行政コストは 26,931 百万円で、内訳を見ると、「人にかかるコスト」が

5,127 百万円、「物にかかるコスト」が 7,870 百万円、「移転支出的なコスト」が 13,266 百万円、「そ

の他のコスト」が 668 百万円となっており、前年度に対して、228 百万円減少しています。これは、一部

事務組合建設負担金（補助金等）が減少したことなどが主な減少要因です。 

経常収益で賄えないコストについては、市税などの一般財源や国県補助金、基金で補っています。 

 

（3） 一般会計等純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が 1年間でどのように変動した

かを示すもので、当該年度におけるこれまでの世代の負担分の増減を把握することができます。 

本市の純資産変動計算書の要旨は表 3のとおりとなっています。 

令和 6年度末の純資産残高は 33,102 百万円となり、前年度末に比べ 874 百万円の増となりました。 

純資産の増加は、有形固定資産が増加したことなどが要因となっています。「純行政コスト」にかかる

費用△25,686 百万円に対し、地方税や地方交付税、経常的なコストに対する国県補助金を含めた額が

26,631 百万円となり、経常的な財源で賄うことができました。 

＜表 3　一般会計等純資産変動計算書の要旨＞ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（4） 一般会計等資金収支計算書 

本市の資金収支計算書の要旨は、表 4 のとおりとなっています。令和 6 年度の当期収支は△258 百

万円となっています。令和 5年度と比較すると、まず業務活動収支の部においては、支出で「人件費

支出」が 650 百万円、「社会保障給付支出」が 264 百万円増加し、「補助金等支出」が 416 百万円減

少し、収入では「税収等収入」が 186 百万円、「国県等補助金収入」が 225 百万円増加したものの、

「業務活動収支の部」の収支で 186 百万円減少しました。 

 

（単位：百万円）

令和5年度 令和6年度
期首純資産残高 31,637 32,228
純行政コスト △ 25,673 △ 25,686
財源 26,164 26,631

税収等 19,003 19,184
国県等補助金 7,161 7,447 　　　874百万円

資産評価差額 0 0
無償所管替等 100 △ 71
その他 0 0
期末純資産残高 32,228 33,102

項　　目
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また、投資活動収支の部においても、「投資活動支出」が 2,300 百万円増加し、「基金取崩収入」

が 254 百万円増加したことなどにより「投資活動収支の部」が 1,722 百万円減少しました。一方で、

財務活動収支の部においては、収入で「地方債発行」が 1,097 百万円増加し、支出で「地方債償還支

出」が 269 百万円減少したことなどから「財務活動収支の部」が 1,366 百万円増加となり、当期収支

全体で 542 百万円の減少となっています。 

基礎的財政収支については、令和 5年度から比べて 1,913 百万円減少し、△135 百万円となり、プ

ライマリーバランスがとれていない状況となっています。これは、物価高騰などによる人件費や物件

費の増加や社会保障給付支出が増加傾向となっており基金を取り崩した財政運営になっていることな

どによるものです。 

　　　（基礎的財政収支（プライマリーバランス）については P.18 参照） 

　　　　　　　　　　　＜表 4　一般会計等資金収支計算書の要旨＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４. 連結財務書類の要旨 

（1） 連結財務書類の意義 

地方公共団体の行政サービスは、一般会計等だけでなく、公営事業会計など多様な会計や関係団体に

よって実施されています。このため、一般会計等の財務書類を作成するだけでは必ずしも行政サービス実

施主体としての地方公共団体の財務状況の全体像を表すことはできません。そこで、地方公共団体と関係

団体等を連結して１つの行政サービス実施主体ととらえ、税金などの公的資金によって形成された資産の

状況、その財源とされた負債・純資産の状況、さらには行政サービス提供に要したコストや資金収支の状

況などを総合的に明らかにすることが、連結財務書類の目的といえます。 

これにより、地方公共団体のより一層の財務情報の透明性の向上、住民への説明責任を果たすことが期

待されます。 

（単位：百万円）

令和5年度 令和6年度 差額

1.業務活動収支 2,541 2,355 △ 186
2.投資活動収支 △ 869 △ 2,591 △ 1,722
3.財務活動収支 △ 1,388 △ 22 1,366
当期収支 284 △ 258 △ 542
期首歳計現金残高 1,021 1,349 328

期末歳計現金残高 1,349 1,091 △ 258

（基礎的財政収支）
業務活動収支 2,541 2,355 △ 186
支払利息支出 106 101 △ 5
投資活動収支 △ 869 △ 2,591 △ 1,722

基礎的財政収支 1,778 △ 135 △ 1,913

項　　目
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（2） 連結範囲と方法 

本市の連結財務書類における会計等の連結範囲は、一般会計等、企業会計を含む公営事業会計の橋本市

全体の会計に加え、本市が加盟している一部事務組合等及び外郭団体であり、詳細は図３のとおりとなり

ます。 

＜図 3　橋本市財務書類の連結範囲＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、橋本市に属する全ての会計及び橋本市の加盟している一部事務組合については、全て連結するこ

ととなっています。特例措置により平成 30 年度決算では連結対象外としていた公共下水道事業特別会計

は、令和元年度より公営企業化され下水道事業会計として連結し、令和 6年度より農業集落排水事業特別

会計が下水道事業会計に統合されています。また令和 2年度より指定訪問看護事業特別会計が病院事業会

計に統合され、令和 6年度より住宅新築資金等貸付事業と土地区画整理事業の会計が廃止されています。 

また、橋本市文化スポーツ振興公社にあっては出損比率が 100％となっていることから連結対象に、橋

本市社会福祉協議会は運営に対して市から人件費などの運営補助金が交付されているため、連結対象とし

ております。 

連結方法につきましては、それぞれの会計の財務４表を単純に足しこんだ上で、一般会計から病院事業

会計への繰出金など連結対象会計（団体）間の相互重複分を相殺消去しております。また、一部事務組合

については、各組合の４表を構成市町村の負担率等で按分した数値を、本市の４表に足し上げています。 

 

●　橋本周辺広域市町村圏組合　　　　　　　　　　　　　●　伊都郡町村及び橋本市老人福祉施設事務組合

●　伊都郡町村及び橋本市児童福祉施設事務組合　　　　　●　橋本伊都衛生施設組合　　　　　　　　

●　伊都消防組合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　和歌山地方税回収機構　　　　　　　　　　　　

●　和歌山県市町村総合事務組合　　　　　　　　　　　　●　和歌山県後期高齢者医療広域連合

●　橋本市文化スポーツ振興公社　　　　　　　　　　　　●　社会福祉法人　橋本市社会福祉協議会

　　　　　　　　　　 

 

 
 

連結会計

 

 
●　国民健康保険特別会計　　●　駐車場事業特別会計　　　　●　介護保険特別会計

●　後期高齢者医療特別会計　●　工業団地造成事業特別会計　　

●　水道事業会計            ●　下水道事業会計　　　　    ●　病院事業会計　　　　　 

全体会計

 
●　一般会計　　　 　　　●　墓園事業特別会計

一般会計等
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（3） 連結貸借対照表 

本市の連結貸借対照表の要旨は、表 5のとおりとなっています。 

＜表 5　連結会計貸借対照表の要旨＞ 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

連結ベースでの資産合計額が 141,236 百万円でそのうち住民サービス提供のための有形固定資産が

110,219 百万円となり全体の約 78.0％と資産の大部分を占めています。無形固定資産のうち 4,795 百万円

は水道事業会計における大滝ダムの取水権、3,424 百万円は下水道事業会計における流域下水道の施設利

用権です。一方、負債合計額は、78,177 百万円で、固定負債の地方債が 37,880 百万円、退職手当引当金

が 5,036 百万円、流動負債で翌年度償還予定地方債が 4,841 百万円となっています。また、過去及び現世

代の支出である純資産合計は 63,059 百万円となっています。 

（4） 連結行政コスト計算書 

本市の連結行政コスト計算書の要旨は、表 6のとおりとなっています。 

＜表 6　連結行政コスト計算書の要旨＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

令和5年度 令和6年度 差額 令和5年度 令和6年度 差額

1.固定資産 119,827 124,508 4,681 1.固定負債 67,498 67,153 △ 345

（１）有形固定資産 105,079 110,219 5,140 （１）地方債 38,358 37,880 △ 478

　　①事業用資産 41,729 45,358 3,629 （２）退職手当引当金 4,953 5,036 83

　　②インフラ資産 60,844 58,214 △ 2,630 （３）その他 24,187 24,237 50

　　③物品 2,506 6,647 4,141 2.流動負債 11,052 11,024 △ 28

（２）無形固定資産 8,646 8,288 △ 358 （１）翌年度償還予定地方債 4,874 4,841 △ 33

（３）投資その他の資産 6,102 6,001 △ 101 （２）その他 6,178 6,183 5

2.流動資産 19,037 16,728 △ 2,309 78,550 78,177 △ 373

（１）現金預金 9,129 6,085 △ 3,044 令和5年度 令和6年度 差額

（２）未収金 5,717 6,774 1,057 123,749 128,298 4,549

（３）基金 3,922 3,791 △ 131 △ 63,435 △ 65,239 △ 1,804

（４）その他 269 78 △ 191 60,314 63,059 2,745
138,864 141,236 2,372 138,864 141,236 2,372

【資産の部】 【負債の部】

負債合計

【純資産の部】

1.固定資産等形成分

2.余剰分（不足分）

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

62,391 100.0% 59,521 100.0% △ 2,870
1.人にかかるコスト 10,592 17.0% 10,918 18.3% 326 1.3%

（１）職員給与費 8,542 13.7% 9,127 15.3% 585 1.6%
（２）賞与引当金繰入額 848 1.4% 330 0.6% △ 518 △0.8%
（３）退職手当引当金繰入 302 0.5% 486 0.8% 184 0.3%
（４）その他 900 1.4% 975 1.6% 75 0.2%

２．物にかかるコスト 14,872 23.8% 15,234 25.6% 362 1.8%

（１）物件費 7,938 12.7% 8,264 13.9% 326 1.2%
（２）減価償却費 4,930 7.9% 4,966 8.3% 36 0.4%
（３）維持補修費等 2,004 3.2% 2,004 3.4% 0 0.2%

３．移転支出的なコスト 34,561 55.4% 31,071 52.2% △ 3,490 △3.2%
（１）補助金等 18,653 29.9% 14,816 24.9% △ 3,837 △5.0%

（２）社会保障給付 15,824 25.4% 16,245 27.3% 421 1.9%
（３）その他 84 0.1% 10 0.0% △ 74 △0.1%

４．その他のコスト 2,366 3.8% 2,298 3.9% △ 68 0.1%
（１）支払利息 377 0.6% 359 0.6% △ 18 0.0%
（２）その他 1,989 3.2% 1,939 3.3% △ 50 0.1%

10,627 12,692 2,065
8,264 8,445 181
2,363 4,247 1,884

51,764 46,829 △ 4,935

209 516 307

324 787 463

51,649 46,558 △ 5,091

令和5年度 令和6年度 差額

【経常行政コスト】

【経常収益】
使用料・手数料等
その他

【純経常行政コスト】
（経常行政コスト－経常収益）

臨時損失
臨時利益

【純行政コスト】（純経常行政コスト
＋臨時損失-臨時利益）

項　　　　　　目
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令和 6 年度の連結経常行政コストは 59,521 百万円で、内訳を見ると、「人にかかるコスト」が 10,918

百万円、「物にかかるコスト」が 15,234 百万円、「移転支出的なコスト」が 31,071 百万円、「その他の

コスト」が 2,298 百万円となっており、移転支出的なコストが一番大きく、特に国民健康保険や介護保険

などの社会保障給付が大きいことがわかります。 

一方、経常収益は全体で 12,692 百万円、内訳を見ると、水道事業や病院事業の事業収益など使用料・

手数料等が 8,445 百万円、その他経常収益が 4,247 百万円となっています。 

 

（5） 連結純資産変動計算書 

本市の連結純資産変動計算書の要旨は、表 7のとおりとなっています。 

＜表 7　連結純資産変動計算書の要旨＞ 

 

 

　　　 

 

 

 

 

 

令和 6 年度末の連結純資産残高は 63,058 百万円となり、前年度末に比べ 2,744 百万円増加となりまし

た。 

純行政コストにかかる費用△46,558 百万円に対し、各会計等の事業収入も含めた経常的な財源は、

49,460 百万円となっており、受益者負担以外の経常的な財源では賄うことができています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

令和5年度 令和6年度
期首純資産残高 58,768 60,314
純行政コスト △ 51,648 △ 46,558
財源 53,046 49,460

税収等 32,746 30,354
国県等補助金 20,300 19,106

資産評価差額 0 0 　　　 ＋2,744百万円
無償所管替等 99 △ 70
比例連結割合変更に伴う差額 59 102
その他 △ 10 △ 190
期末純資産残高 60,314 63,058

項　　　　目
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（6） 連結資金収支計算書 

本市の連結資金収支計算書の要旨は、表 8のとおりとなっています。 

＜表 8　連結資金収支計算書の要旨＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　令和 6 年度末の連結資金残高は前年度に比べ 2,697 百万減少し、6,085 百万円となりました。内容につ

いては、業務活動収支と財務活動収支の黒字分で投資活動収支の赤字分を補てんしている形となっていま

す。基礎的財政収支（プライマリーバランス）は△2,739 百万円となり、プライマリーバランスがとれて

いない状況となっています。 

 

５. 財務書類に基づく財務分析 

○一般会計等財務書類の財務分析 

（1） 住民一人当たり財務書類 

貸借対照表や行政コスト計算書自体では、人口規模などの違いにより、他団体との単純な比較が困難で

すが、住民一人当たりの数値に置き直すことにより、他団体との比較がしやすくなり、より住民が実感を

持てる数値となります。 

なお、住民一人当たり財務書類は、令和 5 年度については令和 6年 3 月 31 日現在の 58,659 人、令和 6

年度については令和 7年 3月 31 日現在の住民基本台帳人口 57,903 人により作成しています。 

 

（単位：百万円）

令和5年度 令和6年度 差額

1.業務活動収支 4,833 4,556 △ 277

2.投資活動収支 △ 2,875 △ 7,654 △ 4,779

3.財務活動収支 △ 1,174 21 1,195

当期収支 784 △ 3,077 △ 3,861

期首歳計現金残高 8,375 8,782 407

比例連結割合変更に伴う差額 14 380 366

期末歳計現金残高 8,782 6,085 △ 2,697

（基礎的財政収支） 0

業務活動収支 4,833 4,556 △ 277

支払利息支出 476 359 △ 117

投資活動収支 △ 2,875 △ 7,654 △ 4,779

基礎的財政収支 2,434 △ 2,739 △ 5,173

項　　　　目
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＜表 9　住民一人当たり一般会計等貸借対照表＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜表 10　住民一人当たり一般会計等行政コスト計算書＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年度 令和6年度 差額 令和5年度 令和6年度 差額

1.固定資産 940 968 28 １．固定負債 422 428 6

（１）有形固定資産 824 847 23 （１）地方債 362 368 6

　　①事業用資産 511 535 24 （２）退職手当引当金 60 60 0

　　②インフラ資産 301 297 △ 4 （３）その他 0 0 0

　　③物品 12 16 4 ２．流動負債 57 52 △ 5

（２）無形固定資産 1 1 0 （１）翌年度償還予定地方債 50 49 △ 1

（３）投資その他の資産 115 120 5 （２）その他 7 3 △ 4

2.流動資産 87 84 △ 3 479 480 1

（１）現金預金 24 22 △ 2 令和5年度 令和6年度 差額

（２）未収金 1 3 2 1,002 1,027 25

（３）基金 61 59 △ 2 △ 454 △ 455 △ 1

（４）その他 1 0 △ 1 548 572 24

1,027 1,052 25 1,027 1,052 25

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

負債合計

【純資産の部】

1.固定資産等形成分

2.余剰分（不足分）

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

（単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

463 100.0% 465 100.0% 1

1.人にかかるコスト 82 17.8% 75 19.0% 4 1.2%
（１）職員給与費 53 11.5% 67 14.4% 14 2.9%
（２）賞与引当金繰入額 13 2.7% 0 0.0% △ 13 △2.7%
（３）退職手当引当金繰入 5 1.1% 8 1.7% 3 0.6%
（４）その他 12 2.5% 14 2.9% 2 0.4%

２．物にかかるコスト 133 28.9% 136 29.2% 3 0.3%
（１）物件費 86 18.6% 88 19.0% 2 0.4%
（２）減価償却費 41 8.9% 41 8.7% 0 △0.2%
（３）維持補修費等 6 1.4% 7 1.5% 1 0.1%

３．移転支出的なコスト 232 50.2% 229 49.3% △ 3 △0.9%
（１）補助金等 69 14.9% 58 12.5% △ 11 △2.4%
（２）社会保障給付 89 19.3% 95 20.5% 6 1.2%
（３）他会計への繰出金 74 16.0% 76 16.3% 2 0.3%
（４）その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

４．その他のコスト 14 3.1% 11 2.5% △ 3 △0.6%
（１）支払利息 2 0.4% 1 0.4% △ 1 0.0%
（２）その他 12 2.7% 10 2.1% △ 2 △0.6%

27 27 0
7 7 0

20 20 0

437 438 1

令和5年度 令和6年度 差額

【経常行政コスト】

【経常収益】
使用料・手数料等
その他

【純経常行政コスト】
（経常行政コスト－経常収益）
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（2） 社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す有形固定資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、過去及

び現世代によってこれまでに負担された割合を見ることができます。また、地方債に着目すれば、将

来返済しなければならない、将来世代によって負担する割合を見ることができます。 

 

 

 

 

＜表 11　社会資本形成の世代間負担比率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産÷有形固定資産合計×100 

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷有形固定資産合計×100

(単位：百万円）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

有形固定資産合計 51,525 50,205 48,375 49,070

純資産合計 29,783 31,637 32,228 33,102

地方債（1年内償還予定地方債含む） 27,815 25,549 24,166 24,149

負債合計 32,429 29,510 28,128 27,824

市民一人当たりの負債額 0.534 0.492 0.480 0.481 

社会資本形成の過去及び

現世代負担比率
57.8% 63.0% 66.6% 67.5%

社会資本等形成の将来世代負担比率 62.9% 58.8% 58.1% 56.7%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

社会資本形成の世代間負担比率

社会資本形成の過去及び

現世代負担比率

社会資本形成の将来世代

負担比率
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（3） 歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の歳

入が充当されたかを見ることができます。 

 

 

 

＜表 12　歳入額対資産比率＞ 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　 

 

 

歳入額対資産比率＝資産合計÷（本年度収入額＋前年度末資金残高）

(単位：百万円）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

ＢＳ資産合計 62,211 61,148 60,356 60,926

ＣＦ（業務＋臨時＋投資＋

財務収入＋前年末資金残高）
31,168 31,067 31,598 33,491

歳入総額対資産比率（年） 2.00 1.97 1.91 1.82

歳入総額対純資産比率（年） 0.96 1.02 1.02 0.99

0.0年

2.0年

4.0年

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

歳入額対資産比率

歳入総額対資産比率（年） 歳入総額対純資産比率（年）
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（4） 有形固定資産の行政目的別割合 

　　資産情報は、歳入歳出決算書の財産に関する調書に記載されていますが、土地、建物及び山林は面積

で測定され、動産も個数で表示されるなど、市の保有する資産の価値に関する情報を得ることができませ

んでした。貸借対照表では、資産の部において保有する資産のストック情報を行政分野ごとに表しており、

これを有形固定資産の行政目的割合などの指標を用いて分析することにより、市民に対して新たな情報を

提供することができます。 

＜表 13　有形固定資産の行政目的別割合＞ 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 生活インフラ・
国土保全

40.0%

② 教育
21.3%

③ 福祉
26.1%

④ 環境衛生
1.6%

⑤ 産業振興
2.4%

⑥ 消防
2.5%

⑦　総務
6.1%

(単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

① 生活インフラ・国土保全 21,047 40.9% 20,869 41.6% 20,127 41.6% 19,615 40.0%

② 教育 10,973 21.3% 10,451 20.8% 9,867 20.4% 10,471 21.3%

③ 福祉 13,262 25.7% 12,872 25.6% 12,587 26.0% 12,790 26.1%

④ 環境衛生 898 1.7% 858 1.7% 833 1.7% 801 1.6%

⑤ 産業振興 1,325 2.6% 1,315 2.6% 1,260 2.6% 1,204 2.4%

⑥ 消防 1,389 2.7% 1,288 2.6% 1,265 2.6% 1,209 2.5%

⑦　総務 2,631 5.1% 2,547 5.1% 2,432 5.0% 2,980 6.1%

有形固定資産合計 51,525 100.0% 50,200 100.0% 48,371 100.0% 49,070 100.0%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
行政目的
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（5） 資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算するこ

とにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができます。100％に近いほど老朽化の程度が高いことを示しています。 

 

　　　　　　資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷償却資産取得価額×100 

 

＜表 14　資産老朽化比率＞ 

　 

　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　 

 

 

 

 

 

(単位：百万円）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資産取得価額 153,287 153,431 153,398 155,632

減価償却累計額 108,081 110,314 112,393 114,406

資産老朽化率 70.5% 71.9% 73.3% 73.5%

68.0%

69.0%

70.0%

71.0%

72.0%

73.0%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資産老朽化率
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（6） 地方債の償還可能年数 

自治体の負っている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合、何年で返済できるかを表わ

す指標で、借金の多寡や債務償還能力を測る指標です。債務償還能力は債務償還可能年数が短いほど

高いといえます。 

自治体が負っている借金を返済するには、何らかの形で資金(返済原資)を確保しなければなりませ

ん。また、安定的に返済を行っていかなければなりませんので、返済原資としては経常的に獲得でき

る資金である必要があります。 

地方債の償還可能年数(年)＝（将来負担額－充当可能基金残高）÷（業務収入等－業務支出） 

 

＜表 15　地方債の償還可能年数＞ 

 

　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

　　　 

 

　　　 

 

 

(単位：百万円）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

将来負担額 45,119 42,582 41,326 40,093

充当可能基金残高 4,900 5,728 6,539 6,322

業務収入 26,930 26,526 27,011 27,478

臨時財政対策債発行可能額等 866 241 106 51

業務支出 23,275 23,816 24,517 25,258

地方債の償還可能年数 8.9年 12.5年 13.4年 14.9年

0.0年

2.0年

4.0年

6.0年

8.0年

10.0年

12.0年

14.0年

16.0年

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

地方債の償還可能年数
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（7） 受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コ

ストに対する割合を算定することで、受益者負担比率を算定することができます。行政コスト計算書

では目的別に受益者負担比率を算定することができます。 

　　　　　　　　受益者負担比率（％）＝ 経常収益÷経常行政コスト×100　　 

＜表 16　受益者負担比率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8） 行政コスト対税収等比率 

純経常行政コストに対する一般財源の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービスの

コストから受益者負担分を除いた純行政コストのうち、どれだけが当年度の負担で賄われたかがわか

ります。 

比率が 100％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、あるいは翌年度

以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）を表しており、逆に、比率が 100％を上

回っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が

増加したこと（もしくはその両方）を表しています。また、比率の数値が 100％から乖離しているほ

ど、それらの割合が高いことになります。 

行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（税収等＋国県等補助金）×100 

(単位：百万円）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

経常収益 1,386 1,594 1,543 1,573

経常行政コスト 25,953 26,139 27,160 26,931

受益者負担比率 5.3% 6.1% 5.7% 5.8%

4.8%
5.0%

5.2%

5.4%
5.6%

5.8%

6.0%

6.2%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

受益者負担比率



- 18 - 

＜表 17　行政コスト対税収等比率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（9） 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支の合算額のことをいい、

地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の収支を示しています。当該

収支が均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の

比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえ、次の式により計算されます。 

 

令和 6 年度における本市の基礎的財政収支は△135 百万円になっています。前年度に比べて「財務

活動収支」が 1,366 百万円増加したことなどにより、基礎的財政収支は△1,913 百万円減少し、プラ

イマリーバランスがとれていない状況となっています。（P.6 参照） 

 

 
基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

＝業務活動収支－（△支払利息支出）＋投資活動収支

(単位：百万円）

項目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

純経常行政コスト 24,567 24,545 25,617 25,686

税収等 18,521 18,813 19,003 19,184

国県等補助金 8,124 7,662 7,161 7,447

行政コスト対税収等比率 92.2% 92.7% 97.9% 96.5%

89.0%
90.0%
91.0%
92.0%
93.0%
94.0%
95.0%
96.0%
97.0%
98.0%
99.0%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

行政コスト対税収等比率
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○連結財務書類の財務分析 

（10） 住民一人当たり連結財務書類 

上記で一般会計等における財務分析として住民一人当たりの財務書類をお見せしましたが、ここで

は連結ベースでの住民一人当たりの財務書類を作成しました。まず、連結貸借対照表では住民一人当

たりの資産は 2,440 千円となり一般会計等の 1,052 千円に比べ 1,388 千円高くなっています（P.11

参照）。これは、一般会計等以外の会計においても行政サービスの提供に必要な施設等を多く保有し

ているためで、病院施設、水道施設、下水道施設、広域ごみ処理施設などが主なものです。 

また、表 19 の連結行政コスト計算書では、住民一人当たりの純経常行政コストは 817 千円となり、

一般会計等の 438 千円に比べ 379 千円高くなっています（P.11 参照）。これは、国民健康保険や介

護保険、後期高齢者医療などの行政サービスなどが主なものです。 

＜表 18　住民一人当たり連結貸借対照表＞ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

＜表 19　住民一人当たり連結行政コスト計算書＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）
令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

1.固定資産 2,043 2,152 1.固定負債 1,152 1,160
（１）有形固定資産 1,792 1,905 （１）地方債 655 654
　　①事業用資産 711 783 （２）退職手当引当金 85 87
　　②インフラ資産 1,037 1,005 （３）その他 412 419
　　③物品 43 115 2.流動負債 188 191

（２）無形固定資産 147 143 （１）翌年度償還予定地方債 83 84
（３）投資その他の資産 104 104 （２）その他 105 107

2.流動資産 325 288 1,340 1,351
（１）現金預金 156 105 令和5年度 令和6年度
（２）未収金 97 117 2,110 2,216

（３）基金 67 65 △ 1,081 △ 1,127
（４）その他 5 1 1,028 1,089

2,368 2,440 2,368 2,440

【資産の部】 【負債の部】

負債合計
【純資産の部】

1.固定資産等形成分

2.余剰分（不足分）
純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

（単位：千円）

令和5年度 構成比 令和6年度 構成比
1,068 100.0% 1,036 100.0%

1.人にかかるコスト 180 17.1% 189 18.3%
（１）職員給与費 146 13.7% 158 15.3%

（２）賞与引当金繰入額 14 1.4% 6 0.6%
（３）退職手当引当金繰入 5 0.5% 8 0.8%

（４）その他 15 1.5% 17 1.6%
２．物にかかるコスト 253 23.8% 264 25.6%

（１）物件費 135 12.7% 143 13.9%
（２）減価償却費 84 7.9% 86 8.3%

（３）維持補修費等 34 3.2% 35 3.4%
３．移転支出的なコスト 589 55.3% 537 52.2%

（１）補助金等 318 29.8% 256 24.9%

（２）社会保障給付 270 25.4% 281 27.3%
（３）その他 1 0.1% 0 0.0%

４．その他のコスト 46 3.8% 46 3.9%
（１）支払利息 40 0.6% 40 0.6%

（２）その他 6 3.2% 6 3.3%
181 219

141 146
40 73

887 817

【経常行政コスト】

【経常収益】

使用料・手数料
分担金・負担金・寄付金

【純経常行政コスト】
（経常行政コスト－経常収益）
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（11） 連単分析 

連結財務書類特有の分析方法としては、連単分析があります。これは、一般会計等財務書類の数値と連

結財務書類の数値を比較することにより、一般会計等以外での行政サービスの規模を把握することができ

ます。 

 

 

 

＜表 20　一般会計等貸借対照表　対　連結貸借対照表＞ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

本市の財務書類を見てみると、貸借対照表の資産合計において、連結会計は一般会計等の 2.3 倍となっ

ており、病院や水道などの会計においても多く資産を保有しているためであることがわかります。投資そ

の他の資産においては、連結会計は一般会計等の 0.9 倍ですが、これは、一般会計から水道事業会計へ支

出している出資金が、会計連結を行う際、相殺されるためです。負債においては、連結会計は一般会計等

の 2.8 倍となりますが、これは、下水道事業会計で 9,593 百万円、病院事業会計で 6,089 百万円などの大

きな地方債等残高があるためです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
連単倍率＝連結財務書類数値÷一般会計等財務書類数値

（単位：百万円）

一般会計等 連結会計 連単倍率 一般会計等 連結会計 連単倍率

1.固定資産 56,046 124,508 2.2 1.固定負債 24,786 67,153 2.7

（１）有形固定資産 49,071 110,219 2.2 （１）地方債 21,311 37,880 1.8

　　①事業用資産 30,959 45,358 1.5 （２）退職手当引当金 3,460 5,036 1.5

　　②インフラ資産 17,194 58,214 3.4 （３）その他 15 24,237 1,615.8

　　③物品 918 6,647 7.2 2.流動負債 3,038 11,024 3.6

（２）無形固定資産 52 8,288 159.4 （１）翌年度償還予定地方債 2,838 4,841 1.7

（３）投資その他の資産 6,923 6,001 0.9 （２）その他 200 6,183 30.9

2.流動資産 4,880 16,728 3.4 27,824 78,177 2.8

（１）現金預金 1,289 6,085 4.7 一般会計等 連結会計 金額

（２）未収金 167 6,774 40.6 59,474 128,298 2.2

（３）基金 3,428 3,791 1.1 △ 26,372 △ 65,239 2.5

（４）その他 △ 4 78 △ 19.5 33,102 63,059 1.9
60,926 141,236 2.3 60,926 141,236 2.3

【資産の部】 【負債の部】

負債合計

【純資産の部】

1.固定資産等形成分

2.余剰分（不足分）

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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次に行政コスト計算書ですが、連結会計の経常行政コストは一般会計等に比べて 2.2 倍となっているこ

とがわかります。これは、一般会計等以外の会計（国民健康保険、介護保険など）において一般会計等以

上の行政サービスを提供しているためです。ところが、経常収益を除いた純経常行政コストは、連結会計

は一般会計等の 1.8 倍となっており、一般会計等以外の会計では、国民健康保険特別会計における保険税、

介護保険特別会計における保険料などサービスの提供に対する受益者からの負担金などが確保されている

ため、純粋な行政コストはそれほどかかっていないことになります。 

このように、連単倍率分析により一般会計等以外の会計において、どれだけの行政サービスを行ってい

るのかを知ることができます。 

 

＜表 21　一般会計等行政コスト計算書　対　連結行政コスト計算書＞ 

（単位：百万円）
一般会計等 連結会計 連単倍率

26,931 59,521 2.2 

1.人にかかるコスト 5,127 10,918 2.1 
（１）職員給与費 3,871 9,127 2.4 
（２）賞与引当金繰入額 2 330 165.0 
（３）その他 791 975 1.2 

２．物にかかるコスト 7,870 15,234 1.9 
（１）物件費 5,112 8,264 1.6 
（２）減価償却費 2,354 4,966 2.1 
（３）維持補修費等 404 2,004 5.0 

３．移転支出的なコスト 13,266 31,071 2.3 
（１）補助金等 3,354 14,816 4.4 
（２）社会保障給付 5,506 16,245 3.0 

（３）他会計への繰出金 4,397 - 一般会計等のみ
（４）その他 9 10 1.1 

４．その他のコスト 668 2,298 3.4 
（１）支払利息 101 359 3.6 

（２）その他 567 1,939 3.4 
1,572 12,692 8.1 

404 8,445 20.9 

1,168 4,247 3.6 

25,359 46,829 1.8 

【経常行政コスト】

【経常収益】
使用料・手数料等

その他
【純経常行政コスト】

（経常行政コスト－経常収益）


